
 

 

 

誓   約   書 

 

 下記事項について、誓約いたします。 

 これらが、事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して貴市が行う一

切の措置について異議の申立てを行いません。 

 

１ 私（及び法人の役員等）は、盛岡市暴力団排除条例（平成27年盛岡市条例第９号）

第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員ではありません。 

２ 私（及び法人の役員等）は、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有している者では

ありません。 

３ 私（及び法人の役員等）は、本誓約書１又は２に該当するものであるか否かを確認

するため、貴市が本誓約書及び役員名簿を岩手県警察に提供することに同意します。 

 

 

 

 

令和   年    月    日 

 

盛岡市長 内 舘   茂  様 

 

 

        

              住所又は所在地 

              氏名又は名称及 

              び代表者の氏名            ㊞ 
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2005

  
 

誓約書記入例 

受付に提出する年月日を記入 

（郵送の場合は投函日） 

実印 



【盛岡市暴力団排除条例（平成 27年盛岡市条例第９号）抜粋】 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴

力団をいう。 

(2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員及び暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。 

(3) 暴力団排除 暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより市民生活又は事業活動に生じた不当な影響を排除することをい

う。 

（利益付与処分に関する措置） 

第９条 市長、地方公営企業の管理者、教育委員会（以下「市長等」という。）及び指定管理者は、次に掲げる者（以下「暴力団員等」と

いう。）に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するおそれがある許可その他の処分（前条及び次条第２項（同条第５項

において準用する場合を含む。）に規定する処分並びに法律（これに基づく命令を含む。）、県の条例若しくは規則又は市の他の条例若し

くは規則の規定により暴力団排除の措置が講じられている処分を除く。以下「利益付与処分」という。）をしないものとする。 

 (1) 暴力団員 

 (2) 暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） 

 (3) 法人その他の団体であって暴力団員がその役員となっているもの 

 (4) 暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有するもの（前号に該当するものを除く。） 

２ 市長等及び指定管理者は、利益付与処分を受けた者が暴力団員等に該当することが判明したときは、当該利益付与処分を取り消すこと

ができる。 

（市の財産の貸付け等の禁止） 

第10条 市長等は、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するおそれがある場合には、暴力団員等に対し、地方自治法第 238条の

４第２項及び第３項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づく行政財産の貸付け又はこれに対する私権の設定をしな

いものとする。 

２ 市長等は、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するおそれがある場合には、暴力団員等に対し、地方自治法第 238条の４第

７項の規定に基づく行政財産の使用の許可をしないものとする。 

３ 市長等は、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するおそれがある場合には、暴力団員等に対し、地方自治法第 238条の５第

１項の規定に基づく普通財産の貸付け、交換、売払い若しくは譲与、これを出資の目的とすること若しくはこれに対する私権の設定又は

同条第２項若しくは第３項の規定に基づく普通財産の信託をしないものとする。 

４ 市長等は、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するおそれがある場合には、暴力団員等に対し、物品の貸付け、交換、売払

い又は譲与をしないものとする。 

５ 第１項から第３項までの規定は、基金に属する財産を公有財産の例により管理し、又は処分する場合について準用する。 

（市の事務又は事業における措置） 

第11条 前３条に定めるもののほか、市長等は、契約に係る事務その他市の事務又は事業において、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の

運営に資することとならないよう、暴力団員等を契約の相手方としないことその他の必要な措置を講ずるものとする。 

（意見聴取） 

第12条 市長等は、第８条から前条までの規定に基づく措置を講じようとするときは、市が設置した公の施設が暴力団の活動に使用される

かどうか及び当該措置の対象となる者が暴力団員等であるかどうかについて、岩手県警察本部長の意見を聴くことができる。 

 


